
 

 

 

 





 















 

 



 







 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

表 2.5－1 屋外重要土木構造物等の要求機能及び目標性能の整理表 
 屋外重要土木構造物等に求められる機能 

① 支持機能＊ ② 通水機能 ③ 貯水機能＊ ④ 止水機能＊ 

要求機能 
S クラスの機器及び配管等を安全

に支持できる。 
海水の通水断面を閉塞しない。 

津波の引き波時に必要となる冷却

用水を安全に貯留できる。 

S クラスの機器及び配管等の安全

機能を損なうことがないよう止水

できる。 

目標性能 

・部材が終局状態に至らない。 

・アンカー定着部周辺において鉄

筋が降伏しない。 

・部材が終局状態に至らない。 

・鉄筋が降伏しない。 

・発生せん断力がせん断耐力を下

回る 

・鉄筋が降伏しない。 

・発生せん断力がせん断耐力を下

回る 

 
設定 

理由 

機器・配管等の支持機能は，部材

が終局状態に至らないことを目標

性能とする。 

アンカー定着部周辺においては，

損傷が部材降伏程度であれば定着

性能に影響を及ぼさないことか

ら，鉄筋が降伏しないことを目標

性能とする。 

構造物が終局状態に至った場合で

も，直ちに通水断面の閉塞に繋が

る事象には至らないが，保守的に

「① 支持機能」と同様に，終局状

態に至らないことを目標性能とす

る。 

構造物の周辺環境を考慮すると，

周囲の盛土の透水性は十分に小さ

く，ひび割れが生じたとしても，

漏えい量は貯水機能に影響を及ぼ

さないが，躯体のみで貯水機能を

満足できるよう，漏水が生じるよ

うな顕著な（部材を貫通するよう

な）ひび割れが発生しないこと，

鉄筋が降伏しないこと，及び発生

せん断力がせん断耐力を下回るこ

とを目標性能とする。 

断面が降伏に至らない状態及びせ

ん断耐力を下回れば，漏水が生じ

るような顕著な（部材を貫通する

ような）ひび割れが発生しないこ

と，鉄筋が降伏しないこと，及び

発生せん断力がせん断耐力を下回

ることを目標性能とする。 

限界状態 

終局耐力を下回る 

アンカー定着部周辺においては降

伏耐力を下回る 

終局耐力を下回る 降伏耐力を下回る 降伏耐力を下回る 

主な照査

指標・許

容限界 

曲げ 

圧縮ひずみ＜圧縮強度に対応する

ひずみ 

主筋ひずみ＜降伏強度に対応する

ひずみ 

層間変形角＜層間変形角 1/100 

圧縮ひずみ＜圧縮強度に対応する

ひずみ 

主筋ひずみ＜降伏強度に対応する

ひずみ 

圧縮ひずみ＜圧縮強度に対応する

ひずみ 

主筋ひずみ＜降伏強度に対応する

ひずみ 

せん断 発生せん断力＜せん断耐力 発生せん断力＜せん断耐力 発生せん断力＜せん断耐力 発生せん断力＜せん断耐力 

面内 
面内せん断ひずみ＜限界せん断ひ

ずみ 2/1000（2000μ） 

面内せん断ひずみ＜限界せん断ひ

ずみ 2/1000（2000μ） 

面内せん断ひずみ＜第１折点 

（γ１）又は漏水量評価 

面内せん断ひずみ＜第１折点 

（γ１）又は漏水量評価 

注記＊：支持機能・貯水機能・止水機能においても構造物全体が終局状態に至らないことが前提であることから，終局耐力を下回ることを確認する。 
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表 3－1 安全係数の設定において参考とした規格・基準類とその適用性 

参考とした規格・基準 規格・基準の適用範囲・対象構造物 適用性 

①土木学会マニュアル 2005＊1 

原子力発電所屋外重要土木構造物 

（Sクラスの機器・配管等を支持する鉄筋コンクリー

ト構造物，又は同等の耐震安全性が要求される鉄筋

コンクリート構造物） 

・原子力発電所屋外重要土木構造物に特化した規格・基準で

あり，屋外重要土木構造物の特徴（埋設された鉄筋コンク

リート構造）を十分に考慮されたものであり，適用性があ

る。 

・部材に対する照査方法として二次元材料非線形解析を用

いた限界値の算定方法が規定されている。 

②鉄道構造物等設計標準 2012＊2 
鉄道の橋梁，高架橋，橋台，擁壁，特殊な条件下のト

ンネル等の鉄道構造物 

・対象とする構造物には地下構造物があり，土圧が直接作用

する構造物であるなど，構造上の特徴が，屋外重要土木構

造物と比較的類似しており適用性がある。 

③土木学会マニュアル 2018＊3 

原子力発電所屋外重要土木構造物及び同等の耐震安

全性が要求される鉄筋コンクリート構造物 

（Sクラスの機器・配管等の間接支持機能が求められ

る鉄筋コンクリート構造物，及び非常時における海

水の通水機能が求められる鉄筋コンクリート構造

物） 

「第 2 章 部材非線形解析を用いた耐震性能照査」

及び「第 3 章 材料非線形解析を用いた耐震性能照

査」がある。 

・原子力発電所屋外重要土木構造物に特化した規格・基準で

あり，屋外重要土木構造物の特徴（埋設された鉄筋コンク

リート構造）を十分に考慮されたものであり，適用性があ

る。 

・面部材で構成された三次元構造物の載荷実験を踏まえ，三

次元材料非線形解析を用いた照査方法が規定されている。 

④コンクリート標準示方書 2017＊4 

一般の鉄筋コンクリート構造及びプレストレストコ

ンクリート構造で構成される構造物（圧縮強度の特

性値 80N/mm2以下） 

「設計編 標準 10 編」に非線形有限要素解析による

性能照査がある。 

・土木系コンクリート構造物の設計から維持管理に至るま

で幅広く活用されており，適用性がある。 

・非線形有限要素解析による性能照査として，三次元材料非

線形有限要素解析を用いた性能照査が示されている。 

注記＊1：原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル 2005年 6月 土木学会 原子力土木委員会 

＊2：鉄道構造物等設計標準・同解説 耐震設計 平成 24年 9月 

＊3：原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル・照査例 2018年 10月 土木学会 原子力土木委員会  

＊4：コンクリート標準示方書 設計編 2017年制定 土木学会 
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表 3－2 鉄筋コンクリート部材の耐震評価における安全係数の考え方（曲げ・軸力系の破壊に対する照査） 

安全係数 
係数の概要・ 
設定に至る経緯 

考慮の方法 
各種規格・基準に基づく標準的な値 屋外重要土木構造物等の耐震評価で採用した値

及び設定の考え方 ①＊ ②＊ ③＊ ④＊ 

材料係数 γｍ 

・変形評価に用いる材料
の設計用値の評価 

・物性のばらつきや供試
体と構造物中との材料
特性の差異，材料特性
の経時的変化を考慮 

・コンクリートの設計
圧縮強度を当該値
で除する。 

1.0 1.3 1.0 1.0 1.0 

地震応答解析を基に算定した変形量
（層間変形角及びひずみ）により照査
を行うことから，照査手法に整合する
文献①，③，④に基づき設定。 

・鉄筋の降伏強度を当
該値で除する。 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 

文献に基づく標準的な値を設定。 

部材係数 γｂ 

・限界値計算上の不確実
性，部材寸法のばらつ
きの影響，部材の重要
度を考慮 

・変形に対する限界値
を当該値で除する。 

1.0 
1.0～
1.15 

1.0 1.0 1.0 

限界層間変形角及び限界ひずみの設
定にあたっては，保守的な配慮が行わ
れていることから，文献①，③，④に
基づき設定。 

構造解析係数 γａ 

・構造解析手法自体の精
度や不確実性を考慮 

・発生主ひずみに当該
値を乗じる。 1.2 1.0 1.2 

1.0～
1.2 

1.2 

保守的に文献①，③，④に基づき 1.2
に設定。 

荷重係数 γｆ 

・設計荷重評価 
・荷重の変動，荷重の算定
方法の不確実性，設計耐
用期間中の荷重の変化，
荷重特性が限界状態に
及ぼす影響，環境作用の
変動等を考慮 

・永久荷重，変動荷重，
偶発荷重（地震荷重）
の特性値に当該荷重
を乗じる。 1.0 1.0 1.0 

1.0～
1.2 

（偶発
荷重は
1.0） 

1.0 

偶発荷重については，文献に基づく標
準的な値を設定。永久荷重及び変動荷
重については，FEM 解析の適用により
評価精度は高いことから，1.0に設定。 

構造物係数 γｉ 

・構造物の総合的な安全
性評価 

・構造物の重要度，限界状
態に達した時の社会的
影響を考慮 

・応答値と限界値の比
に当該値を乗じる。 

1.0 1.0 1.0 
1.0～
1.2 

1.0 

構造物の重要度及び限界状態に達し
た時の社会的影響については，屋外重
要土木構造物として基準地震動Ｓｓ
による地震力を適用することで十分
に考慮されているとして 1.0に設定。 

注記＊：①は土木学会マニュアル 2005，②は鉄道構造物等設計標準 2012，③は土木学会マニュアル 2018，④はコンクリート標準示方書 2017に記載の値。 

①，③の曲げ・軸力系の破壊に対する照査は変形量による照査手法を標準としているのに対し，②は材料係数を見込んだ設計強度から設計用断面耐力にて照査す

る手法である。④は照査手法に整合する，変形による照査を行う場合の手法を参照している。 
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表 3－3 鉄筋コンクリート部材の耐震評価における安全係数の考え方（せん断破壊に対する照査） 

安全係数 
係数の概要・ 
設定に至る経緯 

考慮の方法 
各種規格・基準に基づく標準的な値 屋外重要土木構造物等の耐震評価で採用した値 

及び設定の考え方 ①＊1 ②＊1 ③＊1 ④＊1 

材料係数 γｍ 

・断面力評価に用いる材
料の設計用値の評価 

・物性のばらつきや供試
体と構造物中との材料
特性の差異，材料特性
の経時的変化を考慮 

・コンクリートの設計
圧縮強度を当該値で
除する。 

1.3＊2 1.3 1.3＊2 1.3＊2 1.3 
文献に基づく標準的な値を設定。 

・鉄筋の降伏強度を当
該値で除する。 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 

文献に基づく標準的な値を設定。 

部材係数 γｂ
＊3 

・部材耐力の計算上の不
確実性，部材寸法のば
らつきの影響，部材の
重要度を考慮 

・コンクリートが分担
するせん断耐力を当
該値で除する。 

1.3 

1.1～
1.3 

1.3 1.3 1.3 

せん断耐力評価式による評価において
は，文献に基づく標準的な値を設定。 
材料非線形解析によりせん断耐力を算定
する場合は，キャリブレーション解析に
より設定。 ・せん断補強筋が分担

するせん断耐力を当
該値で除する。 

1.1 1.1 1.1 1.1＊4 

構造解析係数 γａ 

・断面力の評価 
・断面力算定時の構造解
析の不確実性等を考慮 

・発生断面力に当該値
を乗じる。 1.05 1.0 1.05 1.0 1.05 

保守的に文献①，③に基づき 1.05 に設
定。 

荷重係数 γｆ 

・設計荷重評価 
・荷重の変動，荷重の算定
方法の不確実性，設計耐
用期間中の荷重の変化，
荷重特性が限界状態に
及ぼす影響，環境作用の
変動等を考慮 

・永久荷重，変動荷重，
偶発荷重（地震荷重）
の特性値に当該荷重
を乗じる。 1.0 1.0 1.0 

1.0～
1.2 

（偶発
荷重は
1.0） 

1.0 

偶発荷重については，文献に基づく標準
的な値を設定。永久荷重及び変動荷重に
ついては，FEM解析の適用により評価精
度は高いことから，1.0に設定。 

構造物係数 γｉ 

・構造物の総合的な安全
性評価 

・構造物の重要度，限界状
態に達した時の社会的
影響を考慮 

・発生断面力に当該値
を乗じる。 

1.0 1.0 1.0 
1.0～
1.2 

1.0 

構造物の重要度及び限界状態に達した時
の社会的影響については，屋外重要土木
構造物として基準地震動Ｓｓによる地震
力を適用することで十分に考慮されてい
るとして 1.0に設定。 

注記＊1：①は土木学会マニュアル 2005，②は鉄道構造物等設計標準 2012，③は土木学会マニュアル 2018，④はコンクリート標準示方書 2017に記載の値。 

＊2：応答値算定用の材料係数は 1.0を設定。 

＊3：γｂ＝ γｂ１× γｂ２ 表中の値はγb1の値であり，γb2は層間変形角が 1/100以下であることを確認のうえ，1.0を設定。 

＊4：後施工せん断補強筋（CCb）についても，建設技術審査証明報告書（後施工セラミック定着型せん断補強鉄筋「セラミックキャップバー（CCb）」）に基づき，部

材係数 1.1を考慮する。
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表 4.2－1 各施設の構造上の特徴と断面選定の方針の整理 

注記＊１：構造物の断面が延長方向で一様であるが，延長方向に大きな曲線部や周辺地盤の剛性が急変する箇所が存在し，躯体のねじれや躯体への集中的な応力発生の影

響が懸念されることから，三次元モデルを用いて耐震評価を行う線状構造物。 

  ＊２：貯留堰の耐震評価は，箱形構造物として三次元モデルにより耐震評価を行う取水口に含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
名称 

弱軸方向（一様断面）
を評価対象断面に選定 

水平軸方向の２断面を
評価対象断面に選定 

耐震評価対象断面の検

討を行った上で，評価
対象断面を選定 

線
状
構
造
物 

横断方向が明確に弱軸となることから，横断方向の二次元地震応答解析により
耐震評価を行う線状構造物 
 

⇒構造物の応答が耐震評価上最も厳しくなると考えられる位置から横断方向の
断面を評価対象断面として選定する。 

軽油タンク連絡ダクト   〇 

排気筒連絡ダクト   〇 

原子炉機器冷却海水配管 

ダクト（水平部） 
〇   

原子炉機器冷却海水配管 

ダクト（鉛直部） 
  〇 

取水路（漸拡部）   〇 

取水路（標準部）＊１   〇 

箱
形
構
造
物 

加振方向に平行に配置される妻壁や隔壁等の面部材を耐震部材として考慮し，
三次元モデルを用いて水平 2 方向及び鉛直方向地震力の組合せを考慮して

耐震評価を行う箱形構造物 
 
⇒三次元モデルに作用させる荷重を適切に評価することが可能な断面を直交す

る 2方向から評価対象断面として選定する。 
 

軽油タンク室 〇   

軽油タンク室（H） 〇   

海水ポンプ室   〇 

取水口，貯留堰＊２   〇 

復水貯蔵タンク基礎  〇  

ガスタービン発電設備 

軽油タンク室 
〇   

第 3号機海水ポンプ室   〇 
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表 4.3－1 解析手法の選定結果に基づく解析ケース 

解析手法選定フロー 構造物 位置付け 解析ケース 

①全応力解析  排気筒連絡ダクト（岩盤部） 
施設が岩盤中に設置されており，液状化の

影響を受けない。 

全応力解析 

（基本ケース，ばらつきケース） 

②全応力解析 

 原子炉機器冷却海水配管ダクト 

 軽油タンク室 

 軽油タンク室（H） 

 軽油タンク連絡ダクト 

 復水貯蔵タンク基礎 

施設周辺の地下水位が岩盤内にある。また

は施設の底版上面より低く，液状化の影響

を受けない。 

全応力解析 

（基本ケース，ばらつきケース） 

③有効応力解析  取水口（東西） 
地表面が傾斜している等，液状化による側

方流動の影響を受ける可能性がある。 

有効応力解析 

取水口（東西）の対象は，水平２方向検

討ケース 

④全応力解析 

 海水ポンプ室 

 取水路（漸拡部） 

 取水路（標準部）（断面④，⑤） 

 ガスタービン発電設備軽油タンク室（東西） 

施設周辺が隣接構造物や改良地盤に囲わ

れており，周辺地盤の液状化等の影響を受

けない。また，浮上りの影響を受ける可能性

がない。 

全応力解析 

（基本ケース，ばらつきケース） 

躯体周囲に地下水以下の盛土が分布す

る場合は，液状化の影響や浮上りの可能

性について確認する。（参考資料９参照） 

⑤全・有効応力解析 

 排気筒連絡ダクト（土砂部） 

 ガスタービン発電設備軽油タンク室（南北） 

 取水路（標準部）（断面②，③，⑥，⑦） 

 取水口（南北） 

 第３号機海水ポンプ室 

液状化の影響を否定できないため，全応力

解析及び有効応力解析により耐震評価を行

う。また，浮上りに対する安全性を確認する。 

全応力解析 

（基本ケース，ばらつきケース） 

有効応力解析 

（基本ケース，ばらつきケース） 

  



 



 



 



 



 



 



 

 

表 4.4－1 軽油タンク連絡ダクト 評価対象断面の選定結果 

位置・エリア 要求機能 構造的特徴 周辺状況 
間接支持す

る主な設備 

評価対象 

断面 
選定結果 

標準部 

 

エリア① 

 

（軽油タンク室

と復水貯蔵タン

ク基礎に挟まれ

るエリア） 

支持機能 ・延長方向に一様な断

面の単純な二連のボ

ックスカルバート構

造 

・明確な弱軸方向・強軸

方向を有し，横断方向

が弱軸方向となる。 

 

・MMR を介して岩盤に設

置されている。 

・北側には軽油タンク

室が，南側には復水貯

蔵タンク基礎が隣接

し， MMRを共有する。 

 

・燃料移送

系配管 

― ・エリア①は，北側に軽油タンク室

が，南側に復水貯蔵タンク基礎が

隣接し，弱軸方向である南北方向

の加振に対して，これら周辺構造

物が土圧の作用を抑制する。この

ため，エリア②と比べて地震時の

土圧が小さいと考えられること

から，評価対象断面として選定し

ない。 

 

エリア② 

 

（復水貯蔵タン

ク基礎の東側に

位置するエリア） 

同上 同上 ・MMRを介して岩盤に設

置されている。 

・西側には復水貯蔵タ

ンク基礎が隣接し， 

MMRを共有する。 

・東側は，一様に盛土が

分布するが，地下水位

が十分に低い。 

同上 ○ ・地震時土圧はエリア②の方がエ

リア①よりも大きいと考えられ

る。また，構造，配管の設置位置

及び周辺状況について，延長方向

に差異がないことから，復水貯蔵

タンクの中心を通る横断方向の

断面を，評価対象断面とする。 

 

接続部 

 

同上 ・標準部に比べ断面が

やや大きく，一様な断

面の単純な二連のボ

ックスカルバート構

造 

・南北方向は，東西方向

と比較し，耐震上見込

むことができる面部

材が相対的に多いこ

とから，東西方向が弱

軸方向となる。 

 

・MMRを介して岩盤に設

置されている。 

・北側には軽油タンク

室が，南側には復水貯

蔵タンク基礎が隣接

し， MMRを共有する。 

・地下水位が十分に低

い。 

 

同上 ― ・南側に耐震上機能する妻壁を有

する。また，東側には標準部が存

在し，東西方向の加振では標準部

の側壁及び隔壁が耐震上機能す

ると考えられ，標準部の横断方向

と比較して耐震上見込むことが

できる面部材が多いことから，評

価対象断面として選定しない。 
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表 4.5－4 排気筒連絡ダクト（土砂部） 評価対象断面の選定結果 

注記＊1：詳細は，「参考資料 4 断層の影響を評価する断面」に示す。

候補 
断面 

要求 
機能 

構造的 
特徴 

周辺状況 
間接支持する 
主な設備 

評価対象断面 

選定結果 耐震 
評価 

床応答 
算出 

断層 
影響 

断面① 支持 
機能 

幌型 
トン 
ネル 

・全区間で岩盤上面の標高が最も低
く，土被りが最も厚い。 

・非常用ガス処理系
配管 

○ 〇 ― ・土砂部における候補断面において，土被りが
最も大きく，耐震性の支配的要因である地盤
から構造物に作用する荷重（土圧）も
大きく，耐震裕度が小さくなると想
定されることから，評価対象断面と
して選定する。 

断面②＊1 同上 同上 ・トンネル底面で接する断層のうち，
規模の大きいTF-1断層と接する。 

同上 ― ― ○ ・トンネル底面で接する断層のうち，規模の大
きいTF-1断層と接し，断層の影響を確認する
ための評価対象断面として選定する。 
 

断面③ 同上 同上 ・液状化検討対象層となる盛土に加
え旧表土が分布し，旧表土の厚さ
が全区間で最も厚い。 

同上 ― ○ ― ・一次元地震応答解析の結果，全区間（土砂部・
岩盤部）を通じて構造物下端の深度の応答加
速度が最大となる。このため床応答の観点か
ら評価対象断面として選定する。 
 

断面④ 同上 同上 ・岩盤の埋込み深さが構造物
の中心位置。 

同上 ― ― ― ・耐震評価の観点から断面①を，床応
答の観点から断面③を代表とするこ
とから，評価対象断面として選定し
ない。 

断面⑪ 同上 同上 ・岩盤の埋込み深さが構造物
の中心位置。 

同上 ― ― ― 同上 

断面⑫ 同上 同上 ・全区間で土被りが最も薄い。 同上 ― ― ― 同上 

3
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表 4.5－5 排気筒連絡ダクト（岩盤部） 評価対象断面の選定結果 

候補 
断面 

要求 
機能 

構造的 
特徴 

周辺状況 
間接支持する 
主な設備 

評価対象断面 
選定結果 耐震 

評価 
床応答 
算出 

断層 
影響 

断面⑤ 支持 
機能 

円形 
トン 
ネル 

・岩盤部において，トンネル底版
の標高が最も低く，土被り（盛
土，岩盤）が最も厚い。地震応答
に影響を与える岩盤の速度層区
分に着目すると，地盤の剛性が
低い第 2 速度層下面が最も深
い。 

・非常用ガス処理系
配管 

○ 〇 ― ・岩盤部における候補断面で，構造物上部に盛土が
分布し，低速度層区分の岩盤内に構築されてお
り，盛土の変位増幅が岩盤の挙動に影響
を及ぼすと考えられる。このため，岩盤
トンネルの耐震性に支配的な要因であ
る岩盤の変形は最も大きく，耐震裕度
は小さくなると想定されることから，評
価対象断面として選定する。 
 

断面⑥ 同上 同上 ・地表面に岩盤が露出している区
間（土被りに盛土が存在しない
区間）において，土被り（岩盤の
み）が最も厚い。 

同上 ― ― ― ・耐震評価の観点から断面⑤を，床応答の
観点から断面③を代表とすることか
ら，評価対象断面として選定しない。 

 

断面⑦＊1 同上 同上 ・構造物周辺が岩盤で囲まれてい
る状況で接する断層のうち，規
模の大きいOF-1断層と接する。 

同上 ― ― ○ ・構造物周辺が岩盤で囲まれている状況で接して
いる断層のうち，規模の大きいOF-1断層と接し，
断層の影響を確認するための評価対象断面とし
て選定する。 
 

断面⑧ 同上 同上 ・地震応答に影響を与える岩盤の
速度層区分に着目し，地盤の剛
性が高い第3速度層上面が最も
浅い。 

同上 ― ― ― ・耐震評価の観点から断面⑤を，床応答の
観点から断面③を代表とすることか
ら，評価対象断面として選定しない。 

 

断面⑨ 同上 同上 ・地表面に岩盤が露出している区
間（土被りに盛土が存在しない
区間）において，土被り（岩盤の
み）が最も薄い。 

同上 ― ― ― 同上 

断面⑩ 同上 同上 ・岩盤部において，トンネル底版
の標高が最も高く，土被り（盛
土，岩盤）が最も薄い。 

同上 ― ― ― 同上 

注記＊1：詳細は，「参考資料 4 断層の影響を評価する断面」に示す。
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表 4.6－1 原子炉機器冷却海水配管ダクト（水平部） 評価対象断面の選定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

位置 要求機能 構造的特徴 周辺状況 
間接支持する 

主な設備 
選定結果 

水平部 支持機能 ・断面の変化がない四連ボック

スカルバート構造 

・一様な断面を有する線状構造

物であり，横断方向が弱軸方

向となる。 

 

 

・MMR を介して岩盤に設置さ

れている。 

・一様に地盤改良がなされ，

地下水位はほぼ一様で構造

物底版より十分に低い。 

・東側には海水ポンプ室が，

西側には原子炉建屋が隣接

する。 

・水平部直下の MMR は OF-4 断

層と接している。 

・原子炉補機冷却

海水系配管 

・高圧炉心スプレ

イ補機冷却海水

系配管 

 

・断面の変化がない四連ボック

スカルバート構造であり，機

器・配管の設置位置や周辺状

況の差異もないことから，構

造物延長方向の中心を通る横

断方向の断面を評価対象断面

とする。 
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表 4.6－2 原子炉機器冷却海水配管ダクト（鉛直部） 地震時荷重算出断面の選定結果 

 

位置 要求機能 構造的特徴 周辺状況 
間接支持する 

主な設備 
選定結果 

鉛直部 

 

東西方向 

 

支持機能 ・海水ポンプ室と一体構造とな

っており，縦断方向（鉛直方

向）に 8 つの隔壁により仕切

られた立坑構造 

・縦断方向（鉛直方向）の断面

形状に大きな違いはない。 

・規模・重量が十分に大きい

海水ポンプ室の側壁と一体

構造となっている。 

・周辺は地盤改良がなされて

おり，地下水位はほぼ一様

で構造物底版より十分に低

い。 

・東側には海水ポンプ室が，

西側には原子炉建屋が隣接

する。 

 

・原子炉補機冷却

海水系配管 

・高圧炉心スプレ

イ補機冷却海水

系配管 

・浸水防止蓋 

・防潮壁 

・周辺状況の差異がなく，海水ポ

ンプ室と同様であることか

ら，海水ポンプ室で選定した

地質断面を地盤モデルとし ,

地震時荷重算出断面とする。 

南北方向 

 

同上 同上 同上 同上 ・周辺状況の差異がなく，水平部

と同様であることから，水平

部で選定する断面を地盤モデ

ルとし ,地震時荷重算出断面

とする. 

・構造モデルは鉛直部（南北方

向）の剛性を考慮する。 
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表 4.7－4 せん断破壊に対する構造上の厳しさに係る検討結果 

（断面②と断面③の比較） 

 

せん断破壊 

 
発生せん断力Ｖ 

の比率（A） 

せん断耐力＊（コンクリート負担分)Ｖｃｄ 

の比率（B） 

せん断破壊に関する 

照査値の比率 

（A）/（B） 

Ｖ＝ｗl／2  （3） 

上記，式(3)より 

 Ｖ
１０

／Ｖ
９
＝(ｗ

１０
／ｗ

９
)・(l１０／l９） 

Ｖ
ｃｄ

＝β
ｄ
∙βｐ∙βｎ∙βａ∙ｆ

ｖｃｄ
∙ｂ

ｗ
∙ｄ／γ

ｂｃ
  (5) 

上記，式（5）より 

Ｖ
ｃｄ

=(１／ｄ)
1／4

・(1／d)
1／3

 ・(100∙Ａ
ｓ
／ｂ

ｗ
)
1/3

 

・(0.75＋1.4ｄ／ａ)・ｄ 

Ａ
ｓ
＝一定，ｂ

ｗ
＝一定より 

Ｖ
ｃｄ１０

／Ｖ
ｃｄ９

＝(ｄ
９
／ｄ

１０
)
(-5／12)

∙ 

(0.75＋1.4ｄ
１０

／ａ
１０

)／(0.75＋1.4ｄ
９
／ａ

９
) 

            

－ － － 

 

頂版 側壁 中壁 頂版 側壁 中壁 頂版 側壁 中壁 

(ｗ
１０

／

ｗ
９
):0.8 

(l１０／

l９）:1.5 

(ｗ
１０

／

ｗ
９
):1.0 

(l１０／

l９）:1.6 

(ｗ
１０

／

ｗ
９
):1.0 

(l１０／

l９）:1.6 

(ｄ
９
／ｄ

１０
):0.6 

(ｄ
１０

／ａ
１０

):0.3 

(ｄ
９
／ａ

９
):0.3 

(ｄ
９
／ｄ

１０
):0.8 

(ｄ
１０

／ａ
１０

):0.2 

(ｄ
９
／ａ

９
):0.3 

(ｄ
９
／ｄ

１０
):0.6 

(ｄ
１０

／ａ
１０

):0.2 

(ｄ
９
／ａ

９
):0.2 

－ － － 

断面② 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 

断面③ 1.3 1.6 1.6 1.2 1.0 1.2 1.1 1.5 1.3 

 

注記＊：式(4)のせん断耐力Ｖｙｄのうち鉄筋負担分Ｖｓｄは，断面②と断面③で同値（Ｖｓｄ９＝Ｖｓｄ１０）であるため，鉄筋負担分Ｖｓｄを考慮

した場合断面②に対する断面③のせん断耐力Ｖｙｄの増加割合（Ｖｙｄ１０／Ｖｙｄ９）は，コンクリート負担分のみの増加割合（Ｖｃｄ１

０／Ｖｃｄ９）より小さくなり，断面③を選定することは安全側の評価となる。 
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表 4.7－5 取水路（漸拡部） 評価対象断面の選定結果 

 

候補断面 要求機能 構造的特徴 周辺状況 評価対象断面 選定結果 

断面① 通水機能 

貯水機能 

・二連ボックスカルバー

ト構造から四連ボック

スカルバート構造へ変

化する位置であり，内

空断面が幅・高さとも

に，最小である。 

・構造物の両側に改良地盤が

設置されており，また，東

側に改良地盤を介して防潮

堤が，西側には地盤改良を

介して復水貯蔵タンク基礎

の MMRが設置されている。 

－ ・断面①は取水路（標準部と幅及び高

さが同様であることから，取水路（標

準部）の評価で代表させることとし，

評価対象断面には選定しない。 

断面② 同上 ・躯体の部材厚が変化す

る位置であり，部材厚

が薄い区間（断面①～

断面②）では内空断面

が幅・高さともに，最

大である。 

同上 － ・断面③と比較し，断面②は曲げ・軸

力系の破壊及びせん断破壊に対し

て，耐震評価上，厳しい断面とは考

えられないことから，評価対象断面

には選定しない。 

断面③ 同上 ・取水路（漸拡部）の終

点の位置で，全区間を

通じて，内空断面が幅・

高さともに，最大であ

る。 

 

同上 ○ ・漸拡部で断面が最大であり，断面②

と比較し，曲げ・軸力系の破壊及び

せん断破壊に対して，耐震評価上，

断面②より厳しい断面であると考え

られることから，評価対象断面とし

て選定する。 
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表 4.8－1 軽油タンク室 地震時荷重算出断面の選定結果 

方向 要求機能 構造的特徴 周辺状況 
間接支持する 

主な設備 
選定結果 

南北方向 
 

タンク室 

ポンプ室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支持機能 ・鉄筋コンクリート造であ

り，北側にタンク室，南側

にポンプ室が配置され

る。 

・耐震要素として機能する

面部材が少なく弱軸方向

となる。 

・MMR を介して岩盤に支持されてい

る。 

・南側は，軽油タンク連絡ダクト及び

復水貯蔵タンク基礎が隣接し，その

外側には原子炉建屋が存在する。北

側は盛土が分布する。 

・地下水位はほぼ一様で構造物底版

より十分に低い。 

・軽油タンク室直下の MMR を介して

SF-2①断層と接している。 

・軽油タンク 

・燃料移送ポンプ 

・燃料移送系配管 

・周辺状況の差異がないこ

とから，構造物の中心を

通る断面を地震時荷重算

出断面とする。 

・SF-2①断層に対して概ね

直交することから，断層

の影響を評価する断面と

する。 

東西方向 
 

タンク室 同上 

 

・鉄筋コンクリート造の二

連のボックスカルバート

構造であり，南側にポン

プ室が配置される。 

・耐震要素として機能する

面部材が多く強軸方向と

なる。 

・MMR を介して岩盤に支持されてい

る。 

・東側は盛土により埋戻されている。

西側は軽油タンク室(H)が隣接し，

その外側は盛土が分布する。 

・地下水位はほぼ一様で構造物底版

より十分に低い。 

・軽油タンク室直下の MMR を介して

SF-2①断層と接している。 

・軽油タンク 

・燃料移送系配管 
・周辺状況の差異がないこ

とから，構造物の中心を

通る地質断面を地盤モデ

ルとし，地震時荷重算出

断面とする。 

・構造モデルはタンク室の

剛性を考慮する。 

ポンプ室 

 

同上 

 

・鉄筋コンクリート造の 3

室構造であり，北側にタ

ンク室が配置される。 

・耐震要素として機能する

面部材が多く強軸方向と

なる。 

・MMR を介して岩盤に支持されてい

る。 

・東側は，盛土が分布する。西側は，

軽油タンク室(H)が隣接し，その外

側は盛土が分布する。 

・地下水位はほぼ一様で構造物底版

より十分に低い。 

・軽油タンク室直下の MMR を介して

SF-2①断層と接している。 

・燃料移送ポンプ 

・燃料移送系配管 

・周辺状況の差異がないこ

とから，構造物の中心を

通る地質断面を地盤モデ

ルとし，地震時荷重算出

断面とする。 

・構造モデルはポンプ室の

剛性を考慮する。 
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表 4.9－1 軽油タンク室（H） 地震時荷重算出断面の選定結果 

 

方向 要求機能 構造的特徴 周辺状況 
間接支持する 

主な設備 
選定結果 

東西方向 

 

 

支持機能 ・鉄筋コンクリート造の箱形構

造 

・側壁の離隔が大きく，耐震要素

として機能する面部材が相対

的に少ないことから弱軸方向

となる。 

・MMR を介して岩盤に

支持されている。 

・東側は軽油タンク室

が隣接し，西側は盛

土が分布する。 

・地下水位はほぼ一様

で構造物底版より

十分に低い。 

・軽油タンク室(H）直

下の MMR を介して

SF-2①断層及び SF-

2②断層と接してい

る。 

・高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電

設備軽油タンク 

・高圧炉心スプレイ

系ディーゼル発電

設備燃料移送系配

管 

・周辺状況の差異がないことか

ら，構造物の中心を通る断面

を地震時荷重算出断面とす

る。 

 

南北方向 

 

同上 

 

・鉄筋コンクリート造の箱形構

造 

・側壁の離隔が小さく，耐震要素

として機能する面部材が相対

的に多いことから強軸方向と

なる。 

・MMR を介して岩盤に

支持されている。 

・北側及び南側は，盛

土が分布する。 

・地下水位はほぼ一様

で構造物底版より

十分に低い。 

・軽油タンク室(H）直

下の MMR を介して

SF-2①断層及び SF-

2②断層と接してい

る。 

同上 ・軸心を中心とする対象性を有

し，周辺状況の差異もないこ

とから，構造物の中心を通る

断面を地震時荷重算定断面と

する。 

・SF-2①断層及び SF-2②断層に

対して概ね直交し，両断層が

MMR に接していることから，断

層の影響を評価する断面とす

る。 
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表 4.10－1(1) 海水ポンプ室 地震時荷重算出断面の選定結果 

 

 

 

 

 

 

方向 要求機能 構造的特徴 周辺状況 間接支持する主な設備 選定結果 

東西方向 
 

スクリーン 
エリア 

 

支持機能 
通水機能 
貯水機能 
止水機能 

・鉄筋コンクリート造の地下 2 階
構造で，下部は四連のカルバー
ト構造，上部は開口部を有する
中床版（O.P.+8.00m）が設置さ
れている。 

・耐震要素として機能する面部材
が少なく弱軸方向となる。 

・MMR を介して岩盤に支
持されている。 

・原子炉建屋及び防潮堤
と隣接し，海水ポンプ
室との間は地盤改良
がなされている。 

・海水ポンプ室直下の
MMR を介して OF-4 断
層と接している。 

・防潮壁 ・構造物の延長方向に周辺状況
の差異がないことから，補機
ポンプエリア中心を通る地質
断面を地盤モデルとし，地震
時荷重算出断面とする。 

・構造モデルはスクリーンエリ
アの剛性を考慮する。 

 

補機ポンプ 
エリア 

 

同上 ・鉄筋コンクリート造の地下 2 階
構造で，下部は四連のカルバー
ト 構 造 ， 上 部 は 中 床 版
（O.P.+3.00m）が設置されてい
る。 

・耐震要素として機能する面部材
が少なく弱軸方向となる。 

同上 
 

・原子炉補機冷却海水 
ポンプ 

・高圧炉心スプレイ補機
冷却海水ポンプ 

・浸水防止壁 
・防潮壁 

・エリア内で周辺状況の差異が
ないことから，補機ポンプエ
リア中心を通る地質断面を地
震時荷重算出断面とする。 

・構造モデルは補機ポンプエリ
アの剛性を考慮する。 

 

循環水ポンプ
エリア 

 

同上 ・鉄筋コンクリート造の地下 2 階
構造で，下部は二連又は一連の
カルバート構造，上部は中床版
（O.P.+0.20m）が設置されてい
る。 

・耐震要素として機能する面部材
が少なく弱軸方向となる。 

 

同上 ・浸水防止壁 
 

・構造物の延長方向に周辺状況
の差異がないことから，補機
ポンプエリア中心を通る地質
断面を地盤モデルとし，地震
時荷重算出断面とする。 

・構造モデルは循環水ポンプエ
リアの剛性を考慮する。 
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表 4.10－1(2) 海水ポンプ室 地震時荷重算出断面及び解析手法の選定結果 

方向 要求機能 構造的特徴 周辺状況 間接支持する主な設備 選定結果 

南北方向 
 

支持機能 
通水機能 
貯水機能 
止水機能 

・鉄筋コンクリート造の地下 2階構
造で，上部はスクリーンエリア，
補機ポンプエリア，循環水ポンプ
エリアの 3 エリアに分かれてお
り，下部は水路となっている。 

・側壁，隔壁が耐震要素として機能
し，強軸方向となる。 

 

・MMR を介して岩盤に支
持されている。 

・北側は取水路と接続
し，南側は地盤改良が
なされている。 

・海水ポンプ室直下の
MMR を介して OF-4 断
層と接している。 

・原子炉補機冷却海水 
ポンプ 

・高圧炉心スプレイ補機
冷却海水ポンプ 

・浸水防止壁 
・防潮壁 

・軸心を中心とする対称性を有
し，また周辺状況の差異もな
いことから，構造物の中心を
通る断面を地震時荷重算出断
面とする。 
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表 4.11－2 取水口，貯留堰 地震時荷重算出断面の選定結果 

注記＊：取水口（標準部）には，貯留堰を間接支持する支持機能が要求される。 

  

方向 要求機能 構造的特徴 周辺状況 選定結果 

南北方向 標準部 支持機能 * 

通水機能 

貯水機能 

・鉄筋コンクリート造の六連の

ボックスカルバート構造であ

り，頂版は開口部を有する。 

・耐震要素として機能する面部

材が少なく弱軸方向となる。 

・MMR を介して岩盤に支持されて

いる。 

・周辺は盛土・旧表土が一様に分

布し，延長方向に一様な幅で地

盤改良がなされている。 

 

・標準部の延長方向に周辺状況

の差異がないことから，標準部

の中心を通る B-B 断面を地震

時荷重算出断面とする。 

漸縮部 通水機能 

貯水機能 

・鉄筋コンクリート造の六連の

ボックスカルバート構造から，

断面幅を縮小しながら二連の

ボックスカルバート構造に変

化する。 

・漸縮しており，断面により内空

スパンが変化する。 

・耐震要素として機能する面部

材が少なく弱軸方向となる。 

 

 

・MMR を介して岩盤に支持されて

いる。 

・周辺は盛土・旧表土が一様に分

布し，延長方向に一様な幅で地

盤改良がなされている。 

 

 

 

 

・漸縮部の延長方向に周辺状況

の差異はなく，内空スパンに変

化を有することから，内空スパ

ンが最大となる C-C 断面を地

震時荷重算出断面とする。 

東西方向 

 

支持機能 * 

通水機能 

貯水機能 

・鉄筋コンクリート造で六連の

ボックスカルバートの標準部

と，六連のボックスカルバート

構造から二連のボックスカル

バート構造に変化する漸縮部

からなる。 

・側壁，隔壁が耐震要素として機

能し強軸方向となる。 

 

・MMR を介して岩盤に支持されて

いる。 

・漸縮部の頂版には盛土が一様に

分布し，その西側には防潮堤が

存在する。また，取水路と接続

している。 

 

 

・軸心を中心とする対称性を有

し，また周辺状況の差異もない

ことから，構造物中心を通る

A-A 断面を地震時荷重算出断

面とする。 
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表 4.12－3（1） 取水路（標準部） 地震時荷重算出断面の選定結果（直線部） 

 

位置 
候補 

断面 
要求機能 構造的特徴 周辺地質 

地震時荷重

算出断面 
選定結果 

直線部 断面① 通水機能 

貯水機能 

二連ボックス

カルバート 

・区間 a 内で土被りが最も薄く，

旧表土の厚さが最も厚い。 

・構造物の両側に改良地盤が設置

されている。 

－ ・区間 a 内の断面②に比べて土被りが薄く，

断面②に比べて，地震時の土圧は小さいと

考えられることから，地震時荷重算出断面

として選定しない。 
 

断面② 同上 同上 ・区間 a 内で土被りが最も厚い。 

・構造物の両側に改良地盤が設置

されている。 

○ ・区間 a 内で土被りが最も厚く，地震時の土

圧が最大になると考えられることから，

地震時荷重算出断面として選定する。 

断面③ 同上 同上 ・区間 b 内で土被りが最も厚い。 

・区間 b と区間 c の境界であり，

周辺地盤の剛性が急変する位置

である。 

・構造物の両側に改良地盤が設置

されている。 

○ ・区間 b 内で土被りが最も厚く，地震時の

土圧が最大になると考えられる。 

・区間 b と区間 c の境界であり，周辺地盤

の剛性が急変する位置でもあることか

ら，地震時荷重算出断面として選定す

る。 

断面④ 同上 同上 ・周辺が防潮堤の置換コンクリー

トに囲まれている。 

・区間 c 内で土被り（セメント改

良土，置換コンクリートを含

む。）が最も厚い。 

○ ・区間 c 内で土被り（セメント改良土等を

含む。）が最も厚く，地震時の土圧が最

大なると考えられることから，地震時荷

重算出断面として選定する。 

断面⑤ 同上 同上 ・周辺が防潮堤の改良地盤に囲ま

れている。 

・区間 d 内で上載荷重が最も大き

い。 

（防潮堤の鋼管杭（杭芯）位置） 

○ ・防潮堤の鋼管杭（杭芯）の位置であり，

区間 d 内で上載荷重が最も大きく，地震

時の土圧が最大となると考えられるこ

とから，直線部の区間 d の地震時荷重算

出断面として選定する。 

1
1
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表 4.12－3 (2) 取水路（標準部） 地震時荷重算出断面の選定結果（曲線部） 

 

 

  

 

 

 

 

位置 
候補 

断面 
要求機能 構造的特徴 周辺地質 

地震時荷重

算出断面 
選定結果 

曲線部 断面⑤ 通水機能 

貯水機能 

二連ボックス

カルバート 

・周辺が防潮堤の改良地盤に囲まれ

ている。 

・区間 d 内で上載荷重が最も大きい。 

（防潮堤の鋼管杭（杭芯）位置） 

○ ・防潮堤の鋼管杭（杭芯）の位置であり，

区間 d 内で上載荷重が最も大きく，地

震時の土圧が最大となると考えられ

ることから，曲線部の区間 d の地震時

荷重算出断面として選定する。 

断面⑥ 同上 同上 ・区間 d と区間 e の境界であり，周

辺地盤の剛性が急変する位置であ

る。 

・構造物の両側に改良地盤が設置さ

れている。 

・断面⑦と直交する断面である。 

○ ・区間ｅ内の断面⑦と直交する断面で

あるとともに，区間 d と区間 e の境界

で周辺地盤の剛性が急変する位置で

あることから，地震時荷重算出断面と

して選定する。 

断面⑦ 同上 同上 ・断面⑥と直交する断面である。 

・区間 e 内で土被りが最も厚い。 

・構造物の両側に改良地盤が設置さ

れている。また，東側は改良地盤を

介して防潮堤が設置されている。 

○ ・区間ｅ内の断面⑥と直交する断面で

あるとともに，土被りが最も厚いこと

から，地震時荷重算出断面として選定

する。 

1
1
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表 4.13－1 復水貯蔵タンク基礎 地震時荷重算出断面の選定結果 

方向 要求機能 構造的特徴 周辺状況 
間接支持する 

主な設備 
選定結果 

東西方向 
 

支持機能 ・基礎版上に円筒形のし

ゃへい壁が設置され

ており，強軸方向・弱

軸方向が明確ではな

い。 

・基礎の南側に位置する

連絡ダクトの横断方

向となる。 

・MMRを介して岩盤に支持されてい

る。 

・東側には，軽油タンク連絡ダクト

が隣接し，その外側には盛土が一

様に分布している。 

・西側には盛土が一様に分布して

いる。 

・地下水位は，基礎底版より十分低

い。 

・復水貯蔵タンク 

・復水貯蔵タンク水位

計 

・高圧炉心スプレイ系

配管 

・復水移送系配管 

 

 

・周辺状況の差異がなく，周辺の地盤が構

造物に与える影響は，どの断面も大きな

差はないと考えられるため，基礎版上の

構成部位のうち荷重の大きいしゃへい

壁及び復水貯蔵タンクの中心を通る断

面を地震時荷重算出断面とする。 

 

 

 

 

南北方向 
 

同上 ・基礎版上に円筒形のし

ゃへい壁が設置され

ており，強軸方向・弱

軸方向が明確ではな

い。 

・基礎の南側に位置する

連絡ダクトの延長方向

となる。 

・MMRを介して岩盤に支持されてい

る。 

・北側は軽油タンク連絡ダクト，軽

油タンク室が隣接し，その外側は

盛土が一様に分布している。 

・南側には原子炉建屋が隣接して

いる。 

・地下水位は基礎底版より十分低

い。 

 

同上 同上 
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表 4.14－1 ガスタービン発電設備軽油タンク室 地震時荷重算出断面の選定結果 

 

方向 要求機能 構造的特徴 周辺状況 
間接支持する 

主な設備 
選定結果 

東西方向 支持機能 ・一様な断面を有す

る三連のボックス

カルバート構造 

・耐震要素として機

能する面部材が少

ないことから弱軸

方向となる。 

・岩盤に直接設置されている。 

・東側に緊急用電気品建屋が隣接

し，その間は盛土により埋戻し

がなされている。 

・西側の掘削範囲は，セメント改

良土で埋戻しがなされており，

その外側は地表面まで岩盤が分

布している。 

・地下水位は地表面に一様に設定

している。 

・ガスタービン発電設備

軽油タンク 

・ガスタービン発電設備

燃料移送ポンプ 

・ガスタービン発電設備

燃料移送系配管 

・周辺状況の差異がないことから，

構造物の中心を通る断面を地震

時荷重算出断面とする。 

 

南北方向 
 

同上 ・一様な断面を有す

る一連のボックス

カルバート構造 

・耐震要素として機

能する面部材が多

いことから強軸方

向となる。 

・岩盤に直接設置されている。 

・北側の掘削範囲は，セメント改

良土で埋戻しがなされており，

その外側は地表面まで岩盤が分

布している。 

・南側の掘削範囲は，セメント改

良土で埋め戻されており，その

外側は盛土が一様に分布し，岩

盤面は下り勾配で傾斜してい

る。 

・地下水位は地表面に一様に設定

している。 

同上 ・軸心を中心とする対称性を有し，

また周辺状況の差異もないこと

から，構造物の中心を通る断面を

地震時荷重算出断面とする。 
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表 4.15－1 第 3号機海水ポンプ室 地震時荷重算出断面の選定結果 

 

方向 要求機能 構造的特徴 周辺状況 
間接支持する 

主な設備 
選定結果 

南北方向 
 

スクリーン 

エリア 

 

支持機能 

止水機能 

・鉄筋コンクリート造の地下 3 階

構造で，下部は四連のカルバー

ト構造，上部は開口部を有する

中床版が設置されている。 

・耐震要素として機能する面部材

が少なく弱軸方向となる。 

・MMR を介して岩盤に支持さ

れている。 

・両側に地盤改良がなされて

いる。 

・地下水位は延長方向にほぼ

一様であり，構造物底版と

同程度に地表面から十分

深い位置にある。 

・防潮壁 ・スクリーンエリアの両側は地盤

改良がなされており，循環水ポン

プエリアに比べ，地震時の土圧は

小さいものと想定されることか

ら，循環水ポンプエリアの中心を

通る地質断面を地盤モデルとし，

地震時荷重算出断面とする。 

・構造モデルはスクリーンエリア

の剛性を考慮する。 

 

循環水ポンプ

エリア 

 

同上 ・鉄筋コンクリート造の地下 2 階

構造で，下部は二連のカルバー

ト構造，上部は中床版が設置さ

れている。 

・耐震要素として機能する面部材

が少なく弱軸方向となる。 

・MMR を介して岩盤に支持さ

れている。 

・南側は盛土と接しその外側

は地盤改良がなされてい

る。北側は第 3号機海水熱

交換器建屋が設置されて

いる。 

・地下水位は延長方向にほぼ

一様であり，構造物底版と

同程度に地表面から十分

深い位置にある。 

同上 

 

・循環水ポンプエリアは，周辺状況

に差異はないことから，循環水ポ

ンプエリアの中心を通る地質断

面を地震時荷重算出断面とする。 

・構造モデルは循環水ポンプエリ

アの剛性を考慮する。 

 

 

東西方向 

 

同上 ・鉄筋コンクリート造の地下 2 階

または地下 3 階の構造で，上部

は，上記の 2 エリアに分かれて

おり，下部は水路となっている。 

・側壁，隔壁が耐震要素として機

能し，強軸方向となる。 

・MMR を介して岩盤に支持さ

れている。 

・東側には第 3号機取水路が

設置され，西側は一様に盛

土で埋め戻されている。 

・地下水位は構造物底版と同

程度に地表面から十分深

い位置にある。また，東側

の地下水位は比較的高い。 

同上 

 

 

・軸心を中心とする対称性を有し，

また周辺状況の差異もないこと

から，構造物の中心を通る断面を

地震時荷重算出断面とする。 
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表 5.2－1 屋外重要土木構造物等の耐震安全性評価における解析ケース 

解析ケース＊ 3 全応力解析 有効応力解析 

ケース① ケース② ケース③ ケース④ ケース⑥ ケース⑦ ケース⑧ 

基本ケース 

地盤物性のば
らつき
（+1σ）を考
慮した解析ケ
ース 

地盤物性のば
らつき（-
1σ）を考慮し
た解析ケース 

材料物性（コ
ンクリート）
に実強度を考
慮した解析ケ
ース 

基本ケース 

地盤物性のば
らつき
（+1σ）を考
慮した解析ケ
ース 

地盤物性のば
らつき（-
1σ）を考慮し
た解析ケース 

地盤物性 平均値 平均値+1σ 平均値-1σ 平均値 平均値 平均値+1σ 平均値-1σ 

材料物性 設計基準強度 設計基準強度 設計基準強度 
実強度に基づ
く圧縮強度＊ 2 

設計基準強度 設計基準強度 設計基準強度 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ１ 
＋＋＊ 1 〇 

   
〇 

 
 

－＋＊ 1 〇 
   

〇   

Ｓｓ－Ｄ２ 
＋＋＊ 1 〇 

   
〇   

－＋＊ 1 〇 
   

〇   

Ｓｓ－Ｄ３ 
＋＋＊ 1 〇 

   
〇   

－＋＊ 1 〇 
   

〇   

Ｓｓ－Ｆ１ 
＋＋＊ 1 〇 

   
〇   

－＋＊ 1 〇 
   

〇   

Ｓｓ－Ｆ２ 
＋＋＊ 1 〇 

   
〇   

－＋＊ 1 〇 
   

〇   

Ｓｓ－Ｆ３ 
＋＋＊ 1 〇 

   
〇   

－＋＊ 1 〇 
   

〇   

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ 1 〇 

   
〇   

－＋＊ 1 〇 
   

〇   

注記＊1：耐震評価にあたっては，原子力発電所屋外重要土木構造物の耐震性能照査指針・マニュアル（土木学会  原子力土木委員会，2005 年 6 月）（以下
「土木学会マニュアル」という。）に従い，水平方向の位相反転を考慮する。地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，
「－」は位相を反転させたケースを示す。 

＊2：既設構造物のコア採取による圧縮強度試験の結果を使用する。なお，新設構造物については，文献を参照し推定した圧縮強度とする。  

【追加解析ケースについて】 

基準地震動Ｓｓ（7 波）に水平動の位相反転を考

慮した地震動（7 波）を加えた全 14 波に対し，

全応力解析及び有効応力解析を実施し，照査を

行ったケース①及びケース⑥の結果から，曲げ・

軸力系の破壊，せん断破壊，基礎地盤の支持力

照査の各照査項目ごとに照査値が 0.5 以上とな

る照査項目に対して，最も厳しい（許容限界に

対する裕度が最も小さい）地震動を用いてケー

ス②～④又はケース⑦及び⑧を実施する。 

すべての照査項目の照査値がいずれも 0.5 未満

の場合は，照査値が最も厳しくなる地震動を用

いてケース②～④又はケース⑦及び⑧を実施す

る。 

また，上記解析ケースの結果を踏まえ，更に照

査値が大きくなる可能性がある場合は，追加解

析ケースを実施する。 

左記の【追加解析ケ

ースについて】によ

る 
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5.3 機器・配管系の耐震安全性評価に適用する解析ケース 

屋外重要土木構造物等に支持される機器・配管系の耐震安全性評価に適用する床応答

への保守的な配慮として，基準地震動Ｓｓ（7 波）及び弾性設計用地震動Ｓｄ（7 波）

を用いて，ケース①に加え，図 5.3－1 に示すケース②～④の解析を実施する。 

なお，基準地震動Ｓｓ（７波）についてはケース⑤の影響を確認する。 

また，女川原子力発電所の基礎地盤の速度構造はおおむね水平成層であることから，

設計用床応答曲線を用いる機器・配管系の評価においては，水平動の位相反転を考慮し

た地震動の影響は少ないと考えるが，水平動の位相反転を考慮したケースについても影

響を確認する。 

有効応力解析における床応答は，地盤物性のばらつき（-1σ）を考慮した解析ケース

（ケース⑧）により影響を確認する。 

機器・配管系の耐震安全性評価に適用するケースの組合せを図 5.3－1 及び表 5.3－1

に示す。 
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図 5.3－1 機器・配管系の耐震安全性評価に適用する解析ケース
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表 5.3－1（1） 機器・配管系の耐震安全性評価に適用する解析ケース（基準地震動Ｓｓ） 

解析ケース＊ 3 全応力解析 有効応力解析 

 

ケース① ケース② ケース③ ケース④ ケース⑤ ケース⑧ 

基本ケース＊ 2 

地 盤 物 性 の ば
らつき（+1σ）

を 考 慮 し た 解
析ケース 

地 盤 物 性 の ば
らつき（-1σ）

を 考 慮 し た 解
析ケース 

材料物性（コン
クリート）に実

強 度 を 考 慮 し
た解析ケース 

材料物性（コ

ンクリート）
に剛性低下を
考慮した解析

ケース 

地 盤 物 性 の ば ら
つき（-1σ）を考

慮 し た 解 析 ケ ー
ス 

地盤物性 平均値 平均値+1σ 平均値-1σ 平均値 平均値 平均値-1σ 

材料物性 設計基準強度 設計基準強度 設計基準強度 
実強度に基づ

く圧縮強度＊ 2 

剛性低下に基
づく圧縮強度

＊ 4 
設計基準強度 

地
震
動
（
位
相
） 

Ｓｓ－Ｄ１ 
＋＋＊ 1 〇 〇 〇 〇 △ △ 

－＋＊ 1 △ ― ― ― ― ― 

Ｓｓ－Ｄ２ 
＋＋＊ 1 〇 〇 〇 〇 △ △ 

－＋＊ 1 △ ― ― ― ― ― 

Ｓｓ－Ｄ３ 
＋＋＊ 1 〇 〇 〇 〇 △ △ 

－＋＊ 1 △ ― ― ― ― ― 

Ｓｓ－Ｆ１ 
＋＋＊ 1 〇 〇 〇 〇 △ △ 

－＋＊ 1 △ ― ― ― ― ― 

Ｓｓ－Ｆ２ 
＋＋＊ 1 〇 〇 〇 〇 △ △ 

－＋＊ 1 △ ― ― ― ― ― 

Ｓｓ－Ｆ３ 
＋＋＊ 1 〇 〇 〇 〇 △ △ 

－＋＊ 1 △ ― ― ― ― ― 

Ｓｓ－Ｎ１ 
＋＋＊ 1 〇 〇 〇 〇 △ △ 

－＋＊ 1 △ ― ― ― ― ― 

注記＊1：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表し，「－」は位相を反転させたケースを示す。  
＊2：既設構造物のコア採取による圧縮強度試験の結果を使用する。なお，新設構造物については，文献を参照し推定した

圧縮強度とする。 

＊3：〇は設計に用いる解析ケースを示し，△は影響検討ケースを示す。  
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表 5.3－1（2） 機器・配管系の耐震安全性評価に適用する解析ケース 

（弾性設計用地震動Ｓｄ） 

解析ケース 

ケース① ケース② ケース③ ケース④ 

基本 

ケース 

地盤物性の

ばらつき

（+1σ）を

考慮した解

析ケース 

地盤物性のば

らつき（-

1σ）を考慮

した解析ケー

ス 

材料物性（コ

ンクリート）

に実強度を考

慮した解析ケ

ース 

地盤物性 平均値 平均値+1σ 平均値-1σ 平均値 

材料物性 
設計基準 

強度 

設計基準 

強度 

設計基準 

強度 

実強度に 

基づく圧縮強

度＊2 

地
震
動

（位
相
） 

Ｓd－Ｄ１ ＋＋＊1 〇 〇 〇 〇 

Ｓd－Ｄ２ ＋＋＊1 〇 〇 〇 〇 

Ｓd－Ｄ３ ＋＋＊1 〇 〇 〇 〇 

Ｓd－Ｆ１ ＋＋＊1 〇 〇 〇 〇 

Ｓd－Ｆ２ ＋＋＊1 〇 〇 〇 〇 

Ｓd－Ｆ３ ＋＋＊1 〇 〇 〇 〇 

Ｓd－Ｎ１ ＋＋＊1 〇 〇 〇 〇 

注記＊1：地震動の位相について，＋＋の左側は水平動，右側は鉛直動を表す。 

＊2：既設構造物のコア採取による圧縮強度試験の結果を使用する。なお，新設構

造物については，文献を参照し推定した圧縮強度とする。 

   

 

 





 

表 6.1－1 屋外重要土木構造物等に適用する各部材（材料）の許容応力度，割増し係数及び短期許容応力度 

部材 

（材料） 
規格 項目 

許容応力度 

（N/mm2） 
割増し係数＊ 1 

短期許容 

応力度 

（N/mm2） 

排気筒 

連絡ダクト 

（岩盤部） 

軽油タンク室

（H） 

復水貯蔵 

タンク基礎 

（基礎版） 

ガスタービン 

発電設備 

軽油タンク室 

コンクリート 

設計基準強度＊ 2 

ｆ’ｃｋ＝20.5N/mm2 

許容曲げ 

圧縮応力度 
7.8 1.5 11.7 

○ － ○ － 

許容せん断応力度 0.42 1.5 0.630 

設計基準強度 

ｆ‘ｃｋ＝24N/mm2 

許容曲げ 

圧縮応力度 
9.0 1.5 13.5 

－ ○ － ○ 

許容せん断応力度 0.45 1.5 0.675 

鉄筋 SD345 

許容引張応力度 196 1.5 294 ○ ○ ○ ○ 

許容引張応力度 

（せん断補強筋） 
196 1.5 294     

注記＊1：設計に用いる許容応力度は地震の影響を考慮した荷重の組合せに対して割増し係数を乗じた値とすることが規格，基準類に記載

されている。 

＊2：設計基準強度ｆ’ｃｋ＝20.5 N/mm2 に対する許容応力度は，コンクリート標準示方書 2002 に示される許容応力度を内挿して定め

る。 
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